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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２１年１２月４日（金）午前９時５８分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後１時５５分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員
委 員 長 野口　博  副委員長 川端福江  委　　員 村上英明
委　　員 三宅秀明  委　　員 森内一蔵  委　　員 三好義治

１．欠席委員
なし

　　　　
１．説明のため出席した者
市　長　森山一正 副市長　小野吉孝
市長公室長　羽原　修 同室次長　有山　泉 人事課長　山本和憲
同課参事　石原幸一郎 総務部長　奥村良夫
同部次長兼財政課長　宮部善隆　　　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦
固定資産税課長　入倉修二 同課参事　中西利之 消防長　石田喜好
消防本部次長兼消防署長　浜崎健児　　同本部参事兼総務課長　北居　一
同課参事　明原　修

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三 同局書記　寺前和恵

１．審査案件（審査順）
議案第４９号　平成２１年度摂津市一般会計補正予算（第６号）所管分
議案第６４号　摂津市消防団条例の一部を改正する条例制定の件
議案第５８号　摂津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制

定の件
議案第６０号　摂津市職員の退職手当に関する条例及び議会の議員その他非常勤の職

員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例制定の件
議案第６１号　財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例制

定の件
議案第６２号　摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前９時５８分　開会）

○野口博委員長　皆さん、おはようござ

います。ただいまから総務常任委員会を

開会します。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。師走

何かとご多端な折、本日は委員会をお持

ちいただきまして大変ありがとうござい

ます。

　本日は、２１年度の一般会計補正予算

所管分外５件のご審査をいただきますけ

れども、何とぞ慎重審査の上、ご可決い

ただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。

　一たん退席いたしますが、どうぞよろ

しくお願いします。

○野口博委員長　あいさつが終わりまし

た。

　本日の委員会記録署名委員は森内委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　異議なしと認め、その

ように決定いたします。

　暫時休憩します。

（午前　９時５９分　休憩）

（午前１０時　　　　再開）

○野口博委員長　再開します。

　最初に、議案第４９号所管分の審査を

行います。本件につきましては補足説明

を省略し、質疑に入ります。

　質疑のある方、順次お願いをいたしま

す。

　村上委員。

○村上英明委員　おはようございます。

　この補正予算第６号ということでござ

いますけども、１２ページでございます

けども、歳出のところで、人事記録デー

タ作成委託料というのが計上されており

ますけども、３２６万３，０００円とい

うことでございます。どういうデータ作

成をされるのかということを１点お聞き

したいと思います。

　もう一つは、同じこの人事記録データ

作成委託料でございますけども、これ委

託ということでございますので、これ要

は庁内でこういうデータ作成はできなかっ

たのかということですね。要はなぜ委託

をするのかと、この２点についてお尋ね

したいと思います。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　それでは、答弁の方

をさせていただきます。

　まず、人事記録データ作成委託料の事

業内容につきましては、現在、氏名、生

年月日、採用年月日とか人事異動に伴う

所属の履歴、また昇格、昇給に伴う給料

の履歴など、人事情報というものを紙ベー

スで人事記録台帳というもので現在管理

しておりまして、今回それらを人事給与

システムの方に移行してデータベース化

を図り、事務の軽減等を図ることを目的

に、この事業を行うものでございます。

　委託につきましては、今回そのデータ

ベースの方で人事給与システムの方へ人

事情報を、人事履歴を整備いたすもので

すから、データベース化に伴いまして機

能の追加等も出てくるかと思います。そ

れら実質的に人事給与システムを構築し

た業者にしかできないということで、委

託としたものでございます。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　先ほど、人事関係で、

氏名、生年月日等と履歴、また昇給、そ

ういうあたりの人事に絡むものの紙ベー

スといったものをシステム化するという

お話でございます。これ歳入面とも絡む
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かもしれないですけども、確認の意味で、

歳入面ではこの府の支出金ですかね。緊

急雇用の創出基金事業補助金というとこ

ろからの歳入をこれに充てるということ

になるかと思いますけども、この雇用創

出ということで、例えばどこか外部に委

託をするのか、要はこの市庁舎に来てい

ただいて、何人か来ていただいて、そう

いうデータ作成の業務をされるのか、そ

の点だけお聞きしたいと思います。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　こちらの方、先ほど

委員おっしゃられましたとおり、国が今

進めております緊急雇用の創出事業とし

て、国の１０割の補助事業として行いま

す。委託業者の方にはこちらの方に来て

いただきまして、作業をお願いしようか

と思っております。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　緊急雇用ということで、

例えばといいますか、摂津市の自治体と

してこういう事業をされるということで、

一つは先ほど言われました紙ベースをデー

タベース化というのが一つあるんだと。

　それからもう一つ、雇用創出というの

も一つあるのではないかなとそういうふ

うに思っているんですけども、そういう

中で雇用創出ということで、摂津市の自

治体としてやるという中にあっては、逆

に摂津市内の方というんですかね、業者

というんですかね、そういうことも一つ

考えられるのではないかなとそういうふ

うに思いますので、これは要望なんです

けども、そういう今の社会状況という中

で、例えば摂津市内の業者さんになるか

どうか、それはいろいろと考え方はある

かもしれませんけども、人的なものもそ

うですね。会社的なもの、すべて摂津市

内、極力というような中で、また検討し

ていただければなというふうに思います

ので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　おはようございます。

　村上委員の質問の続きみたいになるん

ですけれども、同じ人事記録データ作成

委託料ということで、これが実際委託と

いう形になりましたら、摂津市としてす

べき事務が減るとかいう効果的なものは

どのようになるのでしょうか。この点、

お伺いをいたします。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　今まで紙ベースです

べて処理をしておりましたので、それが

データベース化になれば、考えられるこ

ととすれば、それらの人事情報、履歴デー

タを容易に検索、抽出、また加工集計が

可能になるのではないかと考えておりま

す。

　また、今まででしたら履歴台帳の方か

ら職員から過去の所属の履歴とかいうの

は容易にできたんですけども、過去何年

のときにだれが人事課長をやっていたと

か、今の所属の経過年数が何年かだとか

というのは、なかなか容易にできなかっ

たものですから、そういうのがデータベー

ス化にすることによって抽出、検索等が

可能になり、事務の軽減につながるので

はないかと考えております。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　わかりました。こういっ

た制度改正とか人事体制に対しては十分

負担軽減につながるように、お互いの情

報交換等を重ねていっていただきたいと

思いますので、要望として、終了いたし

ます。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

　三好委員。

○三好義治委員　改めておはようござい

ます。
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　まず、歳入の関係で、今も質問があり

ましたけれども、その緊急雇用創出基金

事業補助金、１１ページで歳入があらわ

されているんですが、この緊急雇用創出

補助金につきましては、前政権の中での

平成２０年度の補正予算並びに平成２１

年度の補正予算の中で、それぞれ事業を

展開してきた雇用創出でございます。

　今回、歳出の中で人事記録データ作成

委託料がそれに充てられたんですが、記

憶によりますと、補正５号の中で緊急雇

用創出での補助金が八百数十万残ってた

というふうに思っております。

　今回、その中で３２６万３，０００円

使われたわけでございますけども、６月

の委員会でも話しましたし、先般の一般

質問でも話もさせていただきましたけど

も、本来こういった緊急雇用創出という

のが、私は一方ではこの人事データベー

スでどれだけ雇用が確保できたのかとい

うことが非常に疑問でございました。

　これまでの緊急雇用対策について、市

の取り組みについて、改めてどういう組

織体で検討なされてきたのかお聞かせい

ただきたいのと。

　もう一方では、この残り５００万円に

ついて、今どういう考えをお持ちになっ

ているのかという部分を、この歳入の面

でお聞かせいただきたいというふうに思っ

ております。

　もう一方では、この人事記録データ作

成委託料でその３２６万３，０００円、

先ほど質問があったんですが、聞いてて

今ごろ何を言われてるのかなということ

で、人事戦略として本当に遅れ過ぎてる

んではないかというふうに思っておりま

す。

　その人事記録データ作成委託料、これ

ももう数年前にさかのぼりますと、後ほ

どの条例の中でも出てきますけども、い

ろんな時短を推進していこうという中で、

一方での戦略も組まれてまいりました。

　今のこの時代というのが、市の庁舎で

のパソコンにしてでも、オープンシステ

ムに変わった時点で、本来そういったこ

とも考えなければならないんではなかっ

たんかなというふうに一方では指摘もさ

せていただきたいと思います。

　現在、出されている人事記録データ作

成委託料で、端末で個々個人が自分の記

録データというのが見られるぐらいまで

のシステムになってるのかどうかという

点について、お聞かせいただきたいと思

います。

　以前にも言われてましたのが、人事課

から見る組織、個人管理データと、もう

一方では個人の自己診断といいますか、

自己記録カードですね、こういったこと

まで連携はとれてるのかという点につい

てお聞かせいただきたいと思います。

　それから、もう一方での、財政調整基

金の繰入金、これは補正７号で、これは

もう即決で上がった分なんですが、そう

いった人件費の削減等々によって捻出さ

れた財源をこの基金に繰り入れるという

話だと思います。

　今、財政の方として、中期財政見通し

を先日立てられて、我々議会にも報告が

あったんですが、それからの社会情勢の

変化を含めたときに、現時点での基金の

残高、主要基金で結構でございます。そ

れから、もう一方では中期財政見通しに

ついて、見直す必要性がもう発生してき

てると思うんですけども、その点での今

考え方についてお聞かせいただきたいと

思います。

　それと、補正６号での１８ページ、補

正前の議員数が２３名になっておりまし

て、補正後が２３名にまたなっておりま

す。これはもう即決で補正７号は可決を
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されたんですが、補正６号でこの改正が

なされてなくて、補正７号で議員数が改

正になってるというふうに私は思っとっ

たんですが、６号も７号も今の議員が２

３名となっておりますが、この点につい

ての考え方についてお聞かせいただきた

いというふうに思います。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　財政課に係りますご

質問につきまして答弁申し上げます。

　まず１点目、緊急雇用事業補助金の件

でございますけれども、どういった検討

をしてきたかということでございます。

　この緊急雇用事業補助金につきまして

は、委員ご質問のとおり、前政権のとき

に平成２０年度の第２次補正予算、それ

から２１年度の補正予算という形で出て

まいりまして、２０年度補正分につきま

しては第４号補正予算の審議のときにご

議論いただきましたけれども、１月にこ

の補正予算が可決いたしまして、それに

基づきまして３月までに事業計画を上げ

るというようなことでございましたので、

取り急ぎその事業に見合う、補助金に見

合う事業につきまして、財政の方から各

課聞き取りをいたしまして、事業を採択

いたしました。

　それから、２１年度の補正分につきま

しては、追加分として５，６００万円、

大阪府の補助金としておりてまいりまし

て、この分につきましては医療・介護・

保健分野に２分の１以上の事業を行うと

いうようなことでございましたので、説

明会等、この福祉関係課の職員と一緒に

説明会に参りまして、その分につきまし

て事業について関係課に照会をかけて、

第４号補正におきまして補正予算計上い

たしたものでございます。

　それでこの緊急雇用事業につきまして

は、２１年度から２３年度、３年度間の

事業ということでございますけれども、

この雇用情勢の厳しい中で、大阪府とし

てはできるだけ２１年度に前倒しして事

業してくれないかというふうなことでご

ざいました。

　それで、追加分につきましては当初各

課照会をかけましたけれども、２２年度

以降というふうなことでございました。

それで、こういった雇用情勢もかんがみ

まして、各課もう一度照会をかけまして、

４号補正、それからこの６号補正の人事

記録データ事業となったものでございま

す。

　それで、大阪府の方から１１月に前倒

し事業目標額一覧というのが参っており

まして、この分で本市の内示額が８，７

９８万１，０００円となっておりますけ

れども、この１０月の６号補正の段階で、

事業といたしましては３，８７９万９，

０００円予算化いたしておるところでご

ざいます。

　それで、大阪府から本市の目標値とし

ていただいている数字につきましては３，

４０４万８，０００円、これを２１年度

の事業として前倒し実施してくれという

通知がございまして、この分におきまし

てはこの６号補正を含めまして、大阪府

の目標値は達成したものと考えておりま

す。

　それから、基金の状況でございますけ

れども、基金の状況につきましては、こ

の７号補正ですね、今回の６号、それか

ら１１月３０日に可決いただきました７

号補正、この７号補正の段階で主要基金

の残高は３６億６，２００万円となって

おります。

　それで、今後の社会情勢等の変化に対

して今後の状況ということでございます

けれども、毎年、総予算額の３％程度、

本市の財政予算規模から言いますと１０
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億円程度になろうかと思いますけれども、

この分は毎年不用額として上がってまい

ります。そういたしますと単純計算いた

しますと４６億円というようなことにな

りまして、平成２０年度決算後の基金残

高、４６億８，３００万円ということで、

ニアリーイコールには達するわけでござ

いますけれども、この当初予算から法人

市民税が７億５，０００万円程度減収に

なるというようなことが予測されます。

　それから、この不用額につきましても

２１年度は非常に厳しいという予測がご

ざいましたので、当初予算でかなり絞り

込んだ予算となっておりまして、例年の

ような１０億円程度の不用額は難しいの

ではないかというふうにも考えておりま

す。

　これは、減収の面でございますけれど

も、法人市民税に関しましては減収補て

ん債が発行できますので、現時点で歳入

として入れておりません減収補てん債、

これが３億５，０００万円程度発行可能

であろうかなと考えております。

　そういたしますと、通常なら４６億円

残となるところでございますけれども、

この法人市民税と減収補てん債の差４億

円を単純マイナスいたしますと４２億円

程度となりまして、中期財政では４４億

円という形で見込んでおりましたけども、

予測といたしましてはこの４０億円から

４４億円の間、今の計算で行きますと４

２億円程度の基金残になるのではないか

と予測いたしております。

　それと、こういう社会情勢の変化があ

りまして、中期財政を見直ししなければ

いけないのではないかというようなご質

問でございます。

　中期財政につきましては、１０月に今

後７年間の見通しを発表させていただき

ました。それで現在本市におきましては

第４次行財政改革、それから次の新総合

計画ということを計画いたしておりまし

て、中期財政見込みというわけではござ

いませんが、財政見込みにつきましては

こういった計画に関連してまいります。

　また、第４次行財政改革につきまして

は、この中期財政を財政の指標としては

基本に計画を立てていくということになっ

ておりますので、この第４次行財政改革

に合わせて、中期財政を見直して発表す

るというよりは、４次行革とあわせても

う一度見直すということになろうかと考

えております。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　それでは、私の方か

ら人事記録データ作成事業の方に関連し

ました質問に対しまして答弁させていた

だきます。

　人事給与システムにつきましては、全

庁基幹業務のオープンシステムに伴いま

して導入させていただいたものでござい

まして、そのオープンシステムの中で方

針といいますか、基本システムでの対応

ということがありましたので、先ほど委

員指摘のございました個人側からの閲覧、

また入力というのは、現在できていない

状態になっております。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　給与費明細のお問いに

ご答弁させていただきます。

　１８ページ給与費明細の議員さんの欄

が、現条例で２２名であるのに補正後も

２３名になってるというご指摘があった

かと思います。

　議員報酬の１億４，６１９万円につき

まして、４月当初、条例改正前はやはり

２３名分の予算を組んでるというような

関係で、今現在条例２２名で変更になっ

ておりますが、予算については前半時期

が２３名分組んでると、今現在は２２名
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分を組んでるということで、予算といた

しまして、年度途中に条例改正が施行さ

れましたが、予算全体といたしましては

ある時期は２３名分の予算を組ませてい

ただいているということで、金額に対す

る人の数でございますので２３というこ

とで変更をさせていただいてないという

ことでございます。

○野口博委員長　宮部次長、緊急雇用創

出の残りのうちどうかという質問もあり

ましたけども。じゃあ補足答弁を。宮部

次長。

○宮部総務部次長　先に給与費明細書の

件でございますけれども、財政といたし

まして、給与費明細書につきましては予

算の積算の基礎となったものについて記

載するということになってございまして、

人事課長からの答弁もございますけれど

も、当初予算で４月から９月までは２３

名、１０月から３月までは２２名という

ことで、議員の数２２名ということで予

算組みさせていただいておりました。

　今回の補正につきましては、予算の最

大の人数をもって計上するということで、

２３名とするということで計上させてい

ただいたところでございますけれども、

前回も２４名から２３名へ、１名削減に

なっております。こういったところ平成

１７年であったかと思いますけれども、

この分も、それから過去の分も一度確認

させていただきまして、今後におきまし

ては適正な処理をさせていただきますと

ともに、もし定数、議員数減ということ

でございましたら、３月補正で修正させ

ていただきたいと存じております。よろ

しくお願いいたします。

　緊急雇用創出の５００万円の件でござ

いますけれども、答弁が漏れまして申し

わけございません。前回の第４号補正に

おきまして８２４万円ということでご答

弁いたしております。そこから今回の３

２６万円減少して５００万円ということ

でございますけども、前回のお示しさせ

ていただいた中には、概算でございまし

て、そのときには人事記録データ作成委

託は２００万円見込んでおりまして、で

すから１２６万円が余分に減少になると

いうことになります。

　ただ、先ほど大阪府から目標値という

形でご説明いたしましたけれども、実際

に確定している分につきましては予算計

上しているこの３，８７９万９，０００

円、これが確定した金額でございまして、

残りは、これを差し引きしますと４，９

００万円程度、これにつきましてはまだ

未執行というようなことで、補助金申請

もいたしておりません。この分につきま

しては２２年度、新たに２２年度、２３

年度と事業いたします中で、今回２２年

度の予算査定も始まっておりますけれど

も、その中で採択できる事業があればそ

れに充ててまいりたいと考えております。

　それで、この委員会をおかりいたしま

して、ご報告させていただきたいんでご

ざいますけれども、この緊急雇用創出事

業補助金でございますけれども、これは

確かに雇用情勢が非常に厳しくなってお

りまして、これは新政権の配慮があった

のかもわかりませんけれども、この緊急

雇用の条件が緩和されまして、これ１１

月１１日に大阪府から通知があったわけ

でございますけれども、従来雇用期間６

か月以内としておりましたものを、すべ

ての事業で１回更新できるということで、

１年雇用できるというような要件に変更

になっております。

　それから、人件費の割合が総事業費の

７割、そのうちの新規雇用は４分の３と

いう条件がございました。これにつきま

しては全事業費のうちの人件費の割合が
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２分の１以上という条件に緩和されてお

りまして、これは１１月、この通知以降

の事業について充てていくということに

なろうかと思います。

　このように条件として緩和されてきて

おりますので、今後こういった事業につ

きましてはこの条件に見合う形で、２２

年度予算要求、それからこういった条件

緩和もございますので、今後につきまし

ては各課に照会いたしまして、また事業

として残りの事業費につきまして事業採

択してまいりたいと考えております。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、２回目の質

問をさせていただきます。緊急雇用創出

基金の事業補助金について、今説明はい

ただいたんですが、なかなかわかりづら

い部分があって、私が聞いてるのは４号

補正の折にも話をしておりましたけれど、

こういったことは全庁を挙げてやっぱり

取り組むべきやろうということをそのと

きにもお話をさせていただきまして、そ

れ以降、そのときからずっと追跡しなが

らこの質問をさせていただいてるわけで

すね。

　今いろいろと話を聞いてるけども、そ

れぞれ条件がある中での緊急雇用施策と

いうことは理解はできますけど、本当に

庁内挙げてやられてるのかなというふう

に感じているわけなんです。

　それと、１１月１１日付で政府の方か

ら緩和されたという情報が入っているな

らば、また我々議会の方にもやっぱりお

示しもいただくべきことかなというふう

に思っております。

　今言われている物の考え方というより

も、私はいろいろ各課いうのはそれぞれ

が常に課題を抱えているというふうに感

じているわけですね。その事業をやって

いく市民サービスの向上を含めて。それ

がなぜそういった項目がすべて上がって

こないのかということが、非常に組織体

としてほんまに問題意識を持ってやって

るのかなというふうに思ってるわけです。

　ですから、この緊急雇用で、今言われ

ている残り５００万円とまだ未執行の四

千数百万について、今の動きからいった

ときに、平成２２年度の予算の中で入れ

ていきたいというふうに話はしておりま

したけど、今緊急雇用として庁内体制、

本当にどういうふうに考えられているの

か。

　もちろん摂津市独自でやるような事業

というのはなかなか少ないと思うんです

ね。ですから１０月の委員会のときにも、

今大きく市民が課題になってるのが地上

デジタルの件もご指摘もさせていただき

ました。一方では消防を考えますと、一

般家庭の今の警報器ですね。そういった

こともなかなか推進もされてないように

うかがえます。エコという視点からいっ

てでも、いろいろ事業いうのは展開でき

ると思います。ですから、３００万円投

資して、どれだけの投資効果が生まれて

くるのかということが、今回の本来緊急

雇用対策の中で、雇用も大事やけども、

事業を拡大できるということに視点を置

く必要があったんではないかなというふ

うに思っております。この点について、

改めて現体制の中で、今後どういうふう

にやっていくのかということをお聞かせ

いただきたいと思います。

　それと、一方での人事のデータベース

化、世の中の動きから見ると非常に遅れ

ていると言うしかございません。ですか

ら、今３００万円投資して、今の入力作

業をやって、いつでも人事が整理しなが

らパソコンでデータが出せる範囲から、

もう一つ一歩進んで、端末で個人が見れ

る仕組みですね。
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　ですから、今やらなければならないと

いうのが、例えば給料袋一つにしてでも、

必要な人が必要なときに個人でプリント

アウトできる、こういったシステムまで

やっぱりやるべきやと。私はこの３００

万円プラスアルファで投資してでもやる

べきだというふうに思っております。

　ですから、先ほど言うたような全体の

人事という、人事労務管理というビジョ

ンをどこまで持っているのか、このデー

タベース化の中で。将来像はどうなって

るのやと。ただ単なる今ペーパーで管理

しているやつを、入力しながら検索がで

きるシステムだけでなしに、将来の人事

ビジョンというのはどんなものを持って

いるのかということをお聞かせいただき

たいというふうに思います。

　それと、基金の件で、中期財政見通し

の変更が必要でないのかというのが、今

２２年度予算のまさに予算編成時期だと

いうふうに思っておりますし、やはり先

般からの新聞等による歳入の情報を見る

限り、今慌てる必要はないと思うんです

が、やはりそういった歳入が確保できな

くなったときの財政見通しというのを、

ある程度これからつくっとかなければな

らないんではないかなと。歳入が減った

からそれだけを抑えるんじゃなしに、そ

れにはやはり歳入歳出とのバランスをと

るためには歳出の抑制が必要だというふ

うに思っているんです。だから、今は歳

入での変化ということを言いましたけど、

第４次行革というのをもっと早急に検討

していかなければならないんではないか

なというふうに思っておりまして、こう

いった質問をさせていただいております。

　ですから、財政の方には平成２２年度

の予算編成の中での基金残高は、何とか

この２１年の予算では目標数値にほぼ近

いところにはなってると思いますけど、

来年度以降、歳入が減ったとき、どうい

うふうな変化が起きてくるのかという点

をお聞かせいただきたいというのが本音

なんです。非常に心配しております。今

の状況についてでも、できる範囲の中で

お答えいただきたいというふうに思って

おります。

　それから、１８ページの給与費明細が、

本来当初予算で２３名の議員定数の中で

の予算を組んでるのはいいんですが、こ

の議員定数の削減をしたのは、昨年６月

に条例制定をしたわけですよね。９月に

選挙があって、今回の１２月の７号補正

というのは、一方では人事での人件費で、

７号補正はすべてそこで修正したわけで

すよね。職員定数はもうそこでマイナス

６名、こういったところは職員数が減っ

た場合にはそこで補正をかけながら、議

員定数は条例定数、２２名というて決め

ているのに、今回、４年前もそうだった

というよりも、今それこそ１円たりとも

今の財政予算管理をしなければならない

こういう時期に来てるときに、やはり定

数を削減して、それからもう選挙で執行

されているんやったら、本来やったらこ

こで変えるべきやというふうに、この点

については指摘だけしときます。ご答弁

は結構でございます。

　そういったことの中で、先ほど来から

言うてる人事記録でのビジョンと、それ

から今の歳入の変化について、改めてご

答弁をいただきたいというふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事施策の将来ビジョ

ンというお問いでございます。委員ご指

摘のように、将来はやはり個々人が１人

ひとりパスワードを持ちまして、個々人

が自分の記録であるとかを見れるような

体制は組みたいという考えはございます。
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　ただ、先ほど石原参事の答弁にもあり

ましたように、現時点ではやはり基本シ

ステムを使ってくださいという市全体の

約束事がございまして、現在のシステム

は人事課が人事課の内部で管理をすると

いうシステムになっております。

　委員ご指摘のように、やはり個々人、

人材育成をしていく上でも、自分が自分

のデータをいつでも見れたり、自主的に

自己研修によっていろんな資格をとって

いる職員もいることは事実でございます。

そういう個々人が自主的にとった資格で

もあっても、個々人が自分のパソコン画

面から入力できるというようなことはし

ていきたいということは思っております。

　ただ、今回の緊急雇用につきましては

やはり新規の雇用が必要でございます。

となりますと、どちらか今緊急雇用でさ

せていただく事業は、パンチ入力がメイ

ンの事務になるのかなと。そういうシス

テム改修になりますと、新規雇用という

ことでなく、個々人、既存業者の内部に

いらっしゃるＳＥさんが大半が事務をさ

れるということで、緊急雇用のある一定

の条件といいますか、というとこになか

なか乗らないのかなという思いがありま

して、まずは緊急雇用の趣旨で新規に人

を雇うというところに主眼を置きまして、

今ペーパーで管理をしている個々人の人

事データをデータベース化をしていって

るということでございます。

　ご指摘の中で第４次実施計画、今第４

次の行財政改革も作成途中でございます。

　その中ではやはり人材育成が一つ大き

な課題としてメニューを掲げております。

そういうメニューにもなりますように、

人材育成のために我々としては努力して

いきたいというふうに考えております。

○野口博委員長　宮部次長。

○宮部総務部次長　財政に係るご質問に

つきまして答弁申し上げます。

　まず緊急雇用の件でございますけれど

も、先ほどご質問の中に例えば警報器と

いう話がございました。こういったもの

も実は地域福祉課から要望が上がってお

りました。ただ、この折には人件費割合、

要するに警報器というものを買って取り

つけるということで、人件費割合という

条件がございましたので、そういったも

のが困難ということで事業化はできなかっ

たところでございますけど、今回、そう

いった形で条件等も緩和されております

ので、また考えてまいりたいとは考えて

おります。

　それから、緊急雇用、この１２月雇用

情勢が厳しい中で、７月に国レベルでは

最悪の失業率になったというふうなこと

が出ておりました。大阪府下ではこの７

月から９月の統計によりますと、それよ

りもまだ１ポイント程度悪くなっている

というふうな情報があります。

　確かに、今この雇用状況の厳しい中で

緊急雇用事業としてやってまいらねばな

らないわけでございますけれども、この

緊急雇用事業につきまして、実は大阪府

の方に年度をまたがってといいますか、

繰越明許でできないかという問い合わせ

もいたしておりますけども、そういった

返答は返ってきておりません。

　それで、どうしてもやっぱり年度内で

終了する事業ということになりますと、

この１２月に上げましたのは１月から３

月までの事業というようなことになって

まいります。そういったところで、条件

の緩和等もございましたし、拙速に事業

を、言葉は悪いですけども、見繕ってや

るよりは、委員ご指摘のように、市民に

広がる、あるいは市の施策として寄与す

る事業を慎重に採択していかなければな

らないと考えておりますので、できまし
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たら２２年度事業に向けて事業を採択し

てまいりたいと考えています。

　先ほど答弁の中で、２２年度予算要求

の中でという話ございましたが、もちろ

んそれだけを考えておるわけではござい

ませんので、条件の緩和もございました

ので、全庁にこういう条件でということ

で、この緊急雇用事業につきましては環

境、福祉、介護というのがメインとなっ

ておりますので、そういったところを重

視して照会をかけてまいりたいと、全庁

的な体制もとってまいりたいと考えてお

ります。

　それから、歳入の関係で、大きな歳入

の部分が今どうなるかというような状況

になっておるところでございますけれど

も、中期財政見通しにつきましては、毎

年決算後に発表させていただいておりま

して、これはほぼ確定した条件のもとで

今後７年間を見込むという作業を行って

おります。

　それで、４次行革におきましては、こ

の歳入というのはやはり基礎になると考

えております。その中でどういう出し方

になるのか今検討しているところでござ

いますけれども、例えば現状確定してい

るものであればそのような形ができるわ

けでございますけど、将来的に不確かな

財源等ある場合には、税収の見込みもご

ざいます。そういったところは中ぐらい

のケース、あるいは悪いケース、いいケー

ス、そういった形でケースに分けてとい

うことも検討はいたしております。今後

どういう出し方になるのかお約束はでき

ないわけでございますけれども、そういっ

たところも現在考えておるところでござ

います。

○野口博委員長　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、何点か補足

答弁をさせていただきたいと思います。

　緊急雇用の分なんですが、我々実務を

やっておりますと、一つはなかなか緊急

雇用の趣旨・精神を生かした事業がなか

なかできないのが現状でございます。

　といいますのは、例えば緊急雇用の事

業なんですが、ネックになっているのが、

先ほどそれぞれ人事課長ないし、それか

ら財政課長が言いましたように、雇用期

間の問題がまずあります。６か月未満、

これが延長になって再雇用ができるとい

うことで１年間ということになりました

けれども、雇用期間の短さがあります。

　それから、人件費の比率とかあるいは

新規雇用とか、そういういろんな条件が

ついております。

　これらを考えますと、やはり短期間の

雇用ということでございますので、短期

に終結できるような事業、こういう業務

でなければ長期にかかるような事業であ

れば後年度、自主財源でそれらを支えて

いかなければならないと、こういう問題

がございます。

　そういうようなことから原課の要求を

見合わせながら、それぞれ短期間で終結

できるもの。そういうような事業に緊急

雇用を充当させていただいて、今まで予

算計上をさせてもらっております。そう

いう意味では、ご指摘のように何かつぎ

はぎだらけの、短期的な、あるいは横の

広がりの少ないという事業に見えるかも

わかりませんが、制度的な欠陥があるん

ではないかなというふうに私どもは思っ

ております。

　きょう１２月４日で、政府の方針が決

められました。それで追加経済対策とい

うのが７兆円の規模で、事業規模二十数

兆円ですか、その辺のことが新聞報道に

載っておりました。その中には６つの柱

があるということです。雇用とそれから

環境と景気と、それから生活の安心の確
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保、それから地方支援、それから国民潜

在力の発揮という、６つの柱があります。

その中でも景気対策、あるいは雇用対策

も含まれておりますので、今後新政権で

どのような政策が出てくるのか。それに

呼応するような我々の業務展開ができな

いかどうか、そういうようなことはやは

り今後考えていかなければならないとい

うふうに思っています。

　それから、もう一点、中期財政見通し

でございますが、先ほども財政課長が答

弁しましたが、もう一つご存じのように

１２月２日に政府税調の方でたばこ税の

議論がされております。既に新聞報道で

あるように、企業誘致条例で我々は５年

間一応たばこの増収が図られるというこ

とで条例を制定をし、その収入を得てお

ります。それが平成２２年の税制大綱の

取りまとめが１２月１１日に政府の方は

予定されております。新聞報道ではそれ

よりも遅れるのではないかなという報道

があるんですが。１２月３日に新聞報道、

朝日新聞ですが、そこで報道があったの

が、国のいわゆる税制調査の資料の中の

一部が一応引用されておりました。それ

は市町村からのいわゆる企業誘致条例の

奨励金の補助金、これは禁止をしますと

いうことと。それから、今まで課税平均

が全国の平均の３倍までというのが２倍

までというようなことが一応議論されて

おります。

　これらがはっきりしましたら、当然第

３回定例会の本会議のときにご質問にお

答えさせていただいたんですが、平成２

２年までは５年間で一応たばこ税の増収

の分は見込んでおりました。

　それから、２３年以降は希望的観測で

ありますけれども、５年間は延長をすれ

ば収入がふえますということで、中期財

政見通しの中にも、そういう増収を一応

計画しておりました。

　それが今回もしだめということになり

ましたら、大きく様変わりしてまいりま

す。そういう部分では中期財政見通し、

いつ見直しをするかというのはもう少し

国の動向等を見ながら、それぞれ我々も

考えていきたいなと言うふうに思ってお

ります。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　中期財政見通しにつき

ましては、それぞれ財政課長並びに部長

からご答弁ありました。変化が生じたと

きには我々にも遅滞なく連絡をいただく

ことで、これは要望としておきます。

　もちろんそれとあわせて第４次行革も

進めなければならない。ここ数年来より

も大きな本当に変化の年でございますの

で、議会と連携してやっていくというこ

とで要望とさせていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。

　ただ人事戦略の人事管理の部分で、僕

は今の人事課が持ってるそういうデータ

ベース化というよりももっと先端の話を

してると思うんですけど、３００万円を

投資するのと１，０００万円を投資する

のと、どれだけのデータベースで職員、

もしくは人事課が管理がしやすくなって

くるかということを一回検証してくださ

い。

　今、人事課長からご答弁いただいた部

分では、本当にこの３００万円を投資し

てどこまでの効果があらわれてくるのか

という部分が余り見えないんですよね。

　だからこれからの人事労務管理の中で、

そういう事務作業の、特に行革を今度進

めていったときには、そういった部分が

本当にいつでもだれでもが見れる、そう

いったことにやっぱり人事課としても切

りかえていかなあかんと思うんですよ。

　だからその３００万円どころじゃなし
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に、僕は今の緊急雇用対策で、今言うて

る人事労務管理の、例えば申請用紙一つ

にしてでも、そこですべてが端末で見れ

て、また自分の自己管理データというの

がどういうふうになっているのかという

のが、個人管理で見れるぐらいまでのやっ

ぱりシステムにし、給料明細書にしてで

も、例えば源泉徴収にしてでも、必要な

人が必要なときにプリントアウトができ

る、これがもう世の中の労務の人事管理

の、そういうところにもう進んでます。

　だからそういったところまでを一たん

考えた上で、今何をしなければならない

かという３００万円なら我々了解できる

んですけど、今そういう分では点でしか

物事を考えていないん違うかなと。

　これも要望にしますけど、改めて今３

００万円を追加する部分とあわせて、さ

らにこの部分がそれだけの点だけでなし

に、全体像をつかんだ中での一部という

ぐらいまで、もう一回検討してください。

今回の分についてはこれで私はもう質問

を終えますけど、要望として、それまで

今進んでますから、そういったことを検

討、研究しながら取り組んでいただくこ

とを要望しておきます。

　以上で終わります。

○野口博委員長　ほかに質問ございます

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　それでは、以上で質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時５３分　休憩）

（午前１０時５６分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第６４号の審査を行います。補足

説明を求めます。石田消防長。

○石田消防長　それでは、議案第６４号、

摂津市消防団条例の一部を改正する条例

制定の件につきまして補足説明をさせて

いただきます。なお、議案参考資料条例

関係の４０ページから４３ページにかけ

新旧対照表を記載しておりますので、あ

わせてご参照願います。

　今回の改正は、新たに機能別消防団員

を任用するため消防団員の定員を改正し、

あわせてこれら機能別消防団員に対する

報酬を規定いたすものでございます。

　第３条は、現行条例で３６０人以内と

定めております消防団員の定数を４１０

人とし、うち５０人を従事すべき消防事

務の範囲を限定して任用する機能別消防

団員といたすものでございます。

　第５条の２は新たに追加いたします条

で、機能別消防団員の任期については５

年に満たない範囲で消防団長が定めるこ

とといたしております。

　第１１条は字句の整備を行うものでご

ざいます。第１１条の２は、新たに追加

いたす条で、機能別消防団員の服務につ

いて適用除外規定を設けるものでござい

ます。

　第１２条は消防団員の報酬について定

めておりますが、同条に第２項として現

行の消防団員報酬と併記し、新たに機能

別団員の報酬を定めるものでございます。

　なお、消防団員報酬につきましては、

現行本市特別職の職員で非常勤のものの

報酬及び費用弁償に関する条例（別表）

で規定いたしておりますが、今回新たに

機能別団員の報酬を併記いたします機会

に、これを本条例に移行いたすものでご

ざいます。

　機能別消防団員の報酬額は、分団長６，

９００円、副分団長、部長、班長４，１

００円、団員３，６００円でございます。

　同条第３項は、消防団員の報酬金額等

を特別職の職員で非常勤のものの報酬及

び費用弁償に関する条例（別表）から本
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条例に移行する関係で、現行条例同条２

項で規定しております報酬の支給方法に

ついて、特別職の職員で非常勤のものの

報酬及び費用弁償に関する条例の適用を

受ける職員の例によることと規定いたす

ものでございます。

　第１３条第２項では、費用弁償を前項

の費用弁償に改めるものでございます。

同条第３項は、消防団員が公務のため旅

行をしたときは、非常勤特別職の職員の

例により、費用弁償として旅費を支給す

るよう規定いたすものでございます。

　附則といたしまして、第１項でこの条

例は平成２２年１月１日から施行するも

のと規定いたしております。

　第２項では、現行特別職の職員で非常

勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（別表）に消防団員の報酬を記載して

おりますので、この部分を本条例に移行

いたします関係で、同条例別表中、消防

団長から消防自動車団員の項までを削除

いたすものでございます。

　以上、議案第６４号の補足説明とさせ

ていただきます。

○野口博委員長　説明が終わりました。

　質疑に入ります。ございませんか。

　森内委員。

○森内一蔵委員　機能別消防ということ

で、非常にいい話であると思います。基

本団員さんとの違いですね。一応後方支

援というか、補完というような形になっ

てくると思うんですけども、例えば出動

した場合には、消防団が平成１８年１２

月で２９分団あるんですけど、そのうち

２０分団に声をかけられて、出動された

のが４分団かな、５％ということなんで

すけども、そういうときに今回３社さん

が機能別消防団という形でご協力いただ

けるということなんですけれども、後方

支援ということよりも、出動した場合に

は実際の消防活動に従事されると思うん

ですけど、その辺のとこの機能別消防団

と現消防団との違いですね。その辺のと

この活動内容。

　それと、３社ともかなりの消防力を持っ

ておられると思うんですけれども、消防

団には分団、それから自動車分団等があ

るんですけども、消防能力はどれぐらい

持っておられるのかということをまず最

初にお聞きしたいと思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、機能別

消防団員についてのお問いでございます。

　まず１番目は、基本団員と機能別消防

団員の活動内容、それの違いであります

が、まず基本団員と言いますのは３６５

日、２４時間、すべての場面において火

災出動等災害に対応していただいており

ます。今回発足させようとしております

機能別消防分団ですが、これは機能別で

ありますから、何かの機能を特別に有し

ている。

　委員から先ほどご指摘ありました平成

１８年の昼間火災、平日昼間火災におき

まして、消防団２０分団のうち４分団が

参集いたしました、当初。これはかなり

の消防力が低いというふうに推測できま

す。その部分を補っていただくために、

企業の従業員さんで構成されております

自衛消防隊、ここには消防ポンプ車も有

しておられます。その分団に昼間のいわ

ゆる就業時間内の大きな火災に際して出

動いただく。

　ですから、実際に行う活動内容としま

しては基本団員と同じです。火災を防御

します。ただ、出動の時間帯であります

とか、年間の拘束されている時間といい

ますか、そこの部分での違いがございま

す。

　それと、もう１点、３社とも消防力を
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持っておられますがいかなるものかとい

うご質問でございます。ポンプ自動車、

もちろん３社とも持っておられます。そ

れに化学消防自動車も持っておられる事

業所もございます。それで今回お願いし

ておりますのはその消防ポンプ自動車、

または化学消防自動車を提供いただくと

いうか、自社の消防力を持って、先ほど

申し上げました昼間の消防力の低下を補っ

ていただく。

　また、消防団員さんにつきましても複

数のそれぞれ事業所におって登録されて

いる団員さんの数は違いますが、火災防

御に当たる十分な人員の数を補完してい

ただいております。

○野口博委員長　森内委員。

○森内一蔵委員　今の答弁でそれぞれ納

得できるんですけども、しかし消防団の

兼ね合いといいますか、特にこの３社と

いうのは安威川以南に２社、それから以

北に１社という形で、出動の声をかける

といいますか、出動要請についてどうい

うふうな体制で。

　例えば、この３社は９時から５時の間

であればほぼ全部、１００％出動できる

体制だと思うんですけども、ほかの消防

団との兼ね合いになってきますと非常に

難しいとこがありますので、その辺のと

ころの兼ね合いをどうするのかというこ

と。

　それと、もう一つは企業として、地域

貢献というような形でこの報酬を辞退さ

れるというようなことを聞いておりまし

て、その辺のところもお聞かせいただけ

たらと思います。

　それと、今３社ですけれども、今後ふ

やしていかれる考えはあるのかというこ

とを簡単にお聞かせいただけたらと思い

ます。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　まず最初の質問で

ございます。摂津市の以南に２社、以北

に１社でございます。この機能別消防団

員、今回の３社におけます機能別消防分

団に対しましては、出動区域は市内全域

でございます。以南の２社、以北の１社、

すべて市内全域を管轄していただきます。

　それと、もちろんご指摘のとおり、９

時から５時の時間帯でございますが、全

域を管轄していただくと。

　そして企業として、地域貢献、ＣＳＲ

といいますか、防災力の向上を目指し、

心意気といいますか、そういったところ

でご参加いただいておりますので、事業

所といたしましてはそういった費用の、

費用弁償でありますとか報酬はご辞退し

ていただくというふうに私は伺っており

ます。

　それと、今後３社以外に将来的なビジョ

ンはあるのかということでございますが、

今回はたまたま昼間の大火災を想定しま

したので、消防力を持つ自衛消防隊を有

する企業の３社に限定いたしましたが、

今後につきましては、消防本部、消防団

のＯＢ分団の活用もまた考えなければな

りませんし、勤務地団員等、企業や地域

を巻き込んで、この機能別消防団員分団

制度を活用して、さらなる消防力の強化

に努めたいと考えているところでござい

ます。

○野口博委員長　森内委員。

○森内一蔵委員　あと今は３社なんです

けども、例えば消防団員の報酬を辞退さ

れた場合、ほかに声をかける場合、他社

にいうことでかなりの障害があると思う

んですけども、その辺のところ。例えば

うちの方は消防団員の報酬は要りません

よということで、今度お願いするときに

ほかの企業にかなりの、私とこも無償で

やらなとかというようなことになってし
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まいます。

　それと、あとは消防団に対してはいろ

いろと消防車の自治会等からの寄附等も

あると思うんです。これは企業のいえば

全部負担となってきます。その辺のとこ

ろですね。市として今後の消防力強化に

ついての補助等も考えておられるのかと

いうこともありますので、その辺のとこ

ろもお聞かせいただけたらなと思います。

　それと、もう一つはこの出動態勢につ

いては、この３社、安威川以南、以北、

２社、１社となるんですけれども、これ

すべての９時から５時の消防に対しては

出動要請をされるのか。その規模にもよ

ると思うんですけどね。

　それから、もう一つは大規模火災となっ

てきますと、やはり９時から５時という

だけじゃなしに、例えば夜間のときにも

出動要請をしなければならない可能性も

あります。そういうときには、その辺の

範囲をどこまで広げられるのかというこ

とで、条例できちっと決まっておるんで

しょうけれども、しかしやはり消防力を

持っておられるところに要請をしなけれ

ば対応できないということもありますの

で、その辺のところの柔軟性というのは

どのように考えておられるのかというと

ころもお聞かせいただきたいと思います。

　あと、本当にこの機能別消防というこ

とはありがたいんですけれども、企業に

とってはかなりの負担になってこようと

思います。

　それと、企業の場合は定年制があるん

ですけども、一般の、先ほどもＯＢ分団

というようなことも、昼間の火災につい

てはＯＢが出動して、消防団を助けてや

りたいというような声も聞いております

けども、その辺について、消防団員の定

年制というのをひとつどういう形で、定

年というのは今決まってないと思うんで

す。ですから各分団において、ある程度

何歳になれば退団というようなことも聞

いてますけれども、本部としてはどうい

うふうな指針を持っておられるのかとい

うことで、その辺のところですね。

　消防団の昼間の消防力というのは、今

サラリーマンが大体８割ぐらい消防団は

おられると思うんです。それから、定年

になられて時間ができて昼間の出動がで

きるというような方もおられると思いま

すんで、その方たちもやはりある程度消

防団員として残っていただいて、昼間出

動ができるような体制というものを考え

ていって、各分団の定年制というか、ど

ういったらいいんでしょうか、定年はな

いようであるけれども、大体何歳ぐらい

で退団というようなことを、各分団が決

めておられるようなところもかなりある

と思うんですけども、その辺のところを

消防本部としてどういうふうな見解を持っ

ておられるのか、お聞かせいただきたい

と思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、３回目

のご質問にお答えいたします。ご質問の

順番、私の方で少しお答えが逆になるか

もわかりませんが、ご了承願います。

　まず、出動態勢のところで時間の範囲

についてでございます。そもそも今回の

この制度は昼間帯の、あくまでも昼間帯

の消防力低下を補う、このためにまず一

歩踏み出したものでございます。そのた

め、一応先ほどから委員もおっしゃって

おります９時から５時の時間帯、したが

いまして夜中の大火では呼びません。そ

れも９時から５時すべての火事で呼ぶの

ではなく、大火災ですね。冒頭におっしゃ

られました正雀の平成１８年の火災、あ

れぐらいの大火災のときにお手伝いいた

だくと、そういうふうに考えております。
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　それとＯＢ団員の分ですけども、我々

がＯＢ団員の活動として考えているのは、

あくまでも後方支援的な、誘導でありま

すとか、かなりお年もお召しになられま

すので、余り過激な活動はできないと思

います。したがいまして、後方支援とし

まして誘導しましたり、いわゆる広報、

これもしていただきます。そういうふう

な活用といいますか、お手伝いを考えて

おります。

　それと、今回費用弁償、報酬を辞退さ

れておりますが、次に他事業所様が参加

したいというときに何か妨げにならない

かということですが、これは一応条例の

中でも規定はしております。今回の補正

予算にも補正を上げていただいておりま

す。ただ、今回に限っては３事業所さん

ともご辞退ということなので、もしこれ

が使わないという場合には、また３月に

減額補正で上げようとこのように考えて

おります。

　したがいまして、現段階では他事業所

さんがこれからいろんな形で機能別分団

として我々も広く活用していこうと思っ

ておりますが、その折に報酬と費用弁償

のご辞退、この分については何ら拘束さ

れないであろうと考えております。

○野口博委員長　明原参事。

○明原消防本部総務課参事　それでは、

ただいまご質問ございました企業さんが

消防活動を今回されていただく中での費

用ですね、車両などに係る費用の経費の

面での問題点というご質問だったと思い

ますが、その点につきましてご答弁をさ

せていただきます。

　まず、一般に先ほどから言われてます

基本分団、これ既存の分団になるんです

けども、基本分団につきましては、摂津

市消防施設等整備等補助金制度というの

がございまして、これは地元が消防車な

り、屯所、そういったものを整備、補修

される場合には、些少でございますけど

も、公費、市の方から補助金を出させて

いただくという制度がございます。今回、

参入していただきます機能別消防分団、

３企業の分団につきましては、この補助

金は基本的には考えておりません。

　それと、企業の方にそれではちょっと

負担がかかるんじゃないかというご質問

なんですけども、まず活動中のそういっ

た経費については全面的に市が見るとい

う考え方です。具体的に申し上げますと、

例えば活動中に車が壊れてしまったとか

いう場合でございますと、全国市有物件

災害共済会の車両共済に加入いたします

ので、その分で填補をいたします。

　それと火災出動で事案が長くなります

と、現場でガソリンが切れてしまったり

という場合も想定されてきます。その場

合の燃料代につきましては、本市の方で

負担をいたします。

　そういった内容は新聞報道でも書かれ

ておりましたとおり、本市と企業さんの

方で覚書ということを締結いたしまして、

そういった費用の弁償の部分をきっちり

と整備をしていきたいというふうに考え

ております。

○野口博委員長　森内委員。

○森内一蔵委員　最後に一つお聞かせい

ただきたいんですけど、今度機能別分団

ということで、各企業がいろいろと自主

的な防災訓練も含めて団員さんの訓練も

されておると思うんですけども、消防団

員と今度新しく機能分団ということなん

ですけど、そこの団員さんとの消防訓練

の内容というのは、どういうふうに考え

ておられるのか。

　それと現基本分団の平均年齢は大体ど

れぐらいかというのを参考に教えていた

だきたいんです。今後、この機能分団と
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いうのは大きな役割を果たされると思い

ますんで、その辺のところのやっぱり待

遇というか、いろいろな手当というもの

をきちっと考えていかなければならない

と思うんですけど、今後についてどうい

うふうに考えておられるのかということ

をお聞きして終わりたいと思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、まずご

質問のうち訓練についてでございます。

　基本分団と同じく機能別分団におきま

しても、毎年実施しております消防訓練、

これは同じく入っていただきます。その

他消防出初め式にも参加いただくように

予定しております。

○野口博委員長　明原参事。

○明原消防本部総務課参事　お問いの現

基本分団員さんの平均年齢でございます

が、すみません、手元にちょっと資料が

今見当たらなくて申しわけないんですが、

約４２歳であったと記憶しております。

後ほど正式な数字はペーパーをもってお

示しいたしますので、よろしくお願いし

ます。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

　村上委員。

○村上英明委員　今回の機能分団さんと

いうことで、本当に先ほど言われました

各３社さんですね、本当にありがたいな

というのを思うところでありますけども、

その中でこの定数ですね。３６０人以下

というこの以下を削って、基本分団３６

０人と機能分団５０人ということに制定

をされておられますけども、この人数に

満たない分ですね。例えば欠員というん

ですかね、ということで補充についての

また努力をされていくのか、そういう定

数についての考えをお聞きしたいと思い

ます。

　それから、２ページのところで消防団

員さんが職務のための旅行をしたときと

いうことが書いてあるんですけども、例

えば旅行すべき事由が発生したとき、要

は判断を団長さんがされるのかについて

お聞きしたいと思います。

　それから、もう１点は、火災現場で総

括的な指示が必要かと思いますけども、

その折、今までの基本分団さんと今回機

能分団さんが同じ現場に到着されたとき

に、総括的にといいますか、だれがヘッ

ド的な立場で作業の指示をされるのかと

いうことについてお聞きしたいと思いま

す。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、ご質問

のうち、まず機能別分団員、今回の制度

に伴って定数を改正いたしました。３６

０人以下を４１０人として位置しており

ます。この以下という言葉自体につきま

しては、同義語でございますので、字句

の整理として以下という言葉は削らせて

いただいております。

　それと減数、マイナスが出てるんでは

ないかというお問いでございます。この

３６０人というのは、これは条例定数で

ございます。私どもいつもご説明する中

で慣例的な目標人数といいますか、それ

をお示しいたしております。それから見

ますと、慣例定数から見ますと現在のと

ころマイナス８名、現状３３７名の慣例

定数３４５名として設定しておりますの

で、マイナス８名となっております。

　このマイナス８名の部分でございます

が、やはり各分団の事情で、分団員さん

いろいろ入れかわりがございます。いわ

ゆる技術であるとか、知識豊富な団員さ

んが今度退団し、新しい若い方が入団さ

れるときに、やはりそういった伝承も必

要でございます。というところで定数に

余裕を持たせて、それぞれの分団がオー
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バーラップして活動できるように、その

期間中できるように定数には余裕を持た

せております。

　それで、あとこのたびの機能別分団員

の定数５０名につきましては、これはこ

の制度を発足させるために３事業所さん

と事前にいろいろ協議を進めました。そ

の結果５０名という数字を出したところ

でございます。

　それと、もう１点、火災現場での指示

でございますが、機能別分団といえども

やはり消防団長の指揮下に入ります。出

動に対しても消防団長の出動指令によっ

て出動するわけでございますから、災害

現場においても消防団長、またはその規

模によりましてはそこに消防長と消防署

長がそこで指揮をとる場合もございます。

○野口博委員長　明原参事。

○明原消防本部総務課参事　それでは、

私の方から消防団員が公務のために旅行

するとき、その旅行すべき事由の判断は

だれがしていくのかというご質問だった

と思いますが、その点につきましてご答

弁させていただきます。

　まず、旅行すべき事由の判断につきま

しては任命権者、つまり団長につきまし

ては任命権者は市長となっておりますの

で市長となります。その他の団員につき

ましては、団長が任命権者となりますの

で団長が判断することになります。

　ただ、我々一般職の職員でありました

ら、市の方で事務の専決規程というのが

ございまして、それぞれ一般の係員であ

れば課長であるとか、そういった専決し

ていくんですけども、消防団の場合は事

務決裁規程で専決の規程を設けておりま

せんので、今申し上げましたように階級

が団員の方であっても団長の決裁をいた

だくというような形になってこようかと

思います。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　定数の件につきまして

は、先ほど質疑ありました６号の方でも

給与費明細にあると思いますけども、そ

のあたりの特別職の人数ですね。このあ

たりももしかすれば企業によっては、例

えば定年退職云々とか、転勤とか、そん

な形で変更になってくるのかなとそうい

うふうに思うわけですけども、やっぱり

この定数で条例的に定められるというこ

との中に当たっては、やっぱり定数に向

けて人数、努力をお願いしたいなとそう

いうふうに思います。

　それから、先ほど森内委員の質問の中

で、企業さんとの覚書をされるというふ

うにお聞きしましたけども、これ例えば

各企業さん、若干の考えがもしかしたら

異なるようなこともあるかもしれません

けども、そういう中で若干、その中では

Ａ会社、Ｂ会社、Ｃ会社という中で若干

覚書の内容は異なることになるかもしれ

ませんけども、その辺は市として考えは

どうなのかということを１点だけお尋ね

したいと。

　要は同じ内容で行きたいと思っておら

れるのか、いや、それぞれの企業さんの

考えがありますので、その辺でそれぞれ

企業さんとの調整の中で変更もあります

よということになるのかなというふうに

思いますけども、その点だけお聞きした

いと思います。

　それから、団長さんの指揮、現場でそ

ういうのをしっかりと調整がとれるよう

にお願いをしたいと思います。

　今回火災ということになってるかと思

いますけども、その辺の１点だけ確認を

したいんですけども、その辺の文言が新

しくできるこの１１条の２というところ

で、火災いうところの業務ですよという

ことが見えるのかどうか、確認したいと
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思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　まず、覚書でござ

いますが、これは現在各３事業所様の方

に掲示いたしまして、内部について確認

をいただいております。内容につきまし

ては３事業所とも同じ内容で掲示をして

おります。何か不備があれば調整してい

くと、そのような形をとっております。

○野口博委員長　明原参事。

○明原消防本部総務課参事　それでは、

私の方から第１１条の２でただし書きは

機能別分団には適用しないということで、

これが火災限定というふうには読めるん

ですかというご質問だったと思います。

それにお答えをいたします。

　まず、この適用除外の元の第８条なん

ですが、これは服務について規定をして

おりまして、消防団員は団長の招集によっ

て出動し、職務に従事すると。このあと

にただし書きがございまして、ただし招

集を受けない場合であっても、災害の発

生を知ったときはあらかじめ指定すると

ころに従い、職務に従事しなければなら

ないというふうに規定しております。

　今回、お話し合いの中で、先ほども説

明にあったと思うんですけども、出動要

請は団長がさせていただきますというこ

とを大前提にしております。したがいま

して、このただし書きの内容は自分で見

つけたら行く義務があると、基本消防団

員ですね。自分で火事を見つけたときに

は出動する義務があるというふうに書い

ておりますので、この義務を免除する規

定としております。

　それと、第９条の方は、これは基本団

員が１０日以上居住地を離れるときは届

けなさいという規定になっておりますが、

今回機能別分団員さんについてはこれも

除外します。あくまで企業の就業時間の

９時から５時という限定をしております

ので、これも免除しますという内容で第

１１条の２を定めております。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　先ほどの業務内容とい

うんですかね、この火災というところは、

要はどの条文で見えるのかなということ

でお聞きしたんですけども、例えばそれ

が限定しなければ、例えばほかの訓練と

かいうことについても団長さんがお願い

をすればしていただけるとか、そういう

ことも読めるというんですかね、そうな

るかと思うんですけども、その辺でどう

いう文面の中で、例えば火災のみですよ

とかいうことで今されてると思うんです

けども、それがどこで読めるのかなとい

うことをお聞きしたので、それだけお答

えをお願いしたいなと思います。

○野口博委員長　明原参事。

○明原消防本部総務課参事　この今回改

正条例の中では火災に限定してるという

部分では読めません。先ほどから話に出

てます覚書の部分で定めて、双方確認し

ていこうという流れを考えております。

　現在、まだこれは素案の、我々の段階

でございます。企業さんとはこれから少

し詰め、最終の詰めが残っておりますけ

ども、その分を紹介させていただきます

と、限定した消防事務の範囲は次のよう

であると。一つには午前９時から午後５

時までに消防本部が覚知した火災等の災

害で消防団長が出動を要請したものと、

これが第１になります。　

　それと、これに定めるほか、機能別団

員さんの方で覚知した災害で、機能別団

員の分団長が出動を判断したものという

ことになります。

　それと、先ほどから話に出てます訓練

参加、これは消防団長が要請した分は出

ていただけるようにしております。
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　それと、出初め式及び年２回ほど全体

の消防分団長の会議がございますが、こ

ちらにも出席は分団長さん１名にしてい

ただく予定をしております。そういった

ことを覚書で締結する予定をしておりま

す。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　要望としてなんですけ

ども、覚書でその業務を限定されるとい

うようなことでございますので、摂津市

内、四千数社民間企業さんもございます。

　そういう中で、例えば訓練のみなら参

加してもいいよとか、そういうご希望等々

もあるかと思いますけども、その辺でよ

り摂津市内の消防団員さんの負担軽減に

もなるとか、また消防活動がしっかり充

実していけるように、摂津市内の業者さ

んも含めて協力していただけるような形

で今後取り組みをお願いしたいなと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　ほかにありますか。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　それでは、まずこのた

び、先ほど来お話にありますように３社

の事業者様にご協力いただくということ

で、また地域貢献をテーマにご協力をい

ただくということで、これはやはり非常

に感謝をしたいなと思います。

　新聞報道等にもありましたけれども、

この事例自体がめずらしいことであろう

と思いまして、全国的な事例や、大阪府

下でも結構なんですが、そういった範囲

でこういった同種の事例というのは、存

在もう既にしておるのかどうかというの

をまずお伺いしたいと思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　現在、消防の方で

把握している中では、このような事例は

ないと聞いております。といいますのも、

勤務地団員という制度ではなく、事業所

の自衛消防隊、消防ポンプ自動車を活用

していただいての機能別分団ということ

で、こういう事例は全国的にはまだ聞い

ておりません。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　わかりました。現在、

全国的にもということは、これは初めて

のリーディングケースになるという可能

性もあるという、非常に重要なスタート

であろうと思います。

　そこで、やはり制度として本市の事例

がモデルになるのであれば、非常にある

意味プレッシャーのかかるスタートにも

なろうかと思うんですけれども、そこで

この条例の中で、報酬について、括弧書

きで機能別消防団員にあってはというく

だりは、分団長からの記載になっており

ます。団長と副団長に記載がないという

ことは、この機能別消防団員さんにあっ

ては、団長も、また副団長への就任とい

うんですかね、は想定していないという

ことなのでしょうか。まず、この１点を

お伺いします。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　機能別消防分団は

あくまでも分団として活動していただき

ます。団長、副団長にあっては団本部を

組織する団員でございますので、現在の

ところ団本部への登用は考えておりませ

ん。あくまでも分団としての活動でござ

います。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　わかりました。それで

は、やはりこの辺についても企業さんと

の話し合いの中で、そういった細かいこ

とも恐らく覚書の中で、またその覚書を

交わされるときに、協議される中で恐ら

くお決めになられてるかと思います。

　さらに行きますと、今後実際に出動さ

れたケースであるとかが出てきましたと

－21－



きに、いろいろとこれも決めておかねば

ならなかったとか、今後こういった、例

えば制服の面でありますとか、備品の面

でありますとかも出てこようかと思いま

す。

　以前のたしか三好委員もご指摘されて

おりましたが、防災士という民間資格も

ございまして、こちらは郵便局にお勤め

の方が取得をされるケースが多いかとい

うふうに存じております。また、地域に

あってはそういった自主防災組織もあり

まして、やはりそういったところとの連

携といいますか、情報交換等も必要になっ

てこようかと思います。

　この点について、整合性とまで言うと

大きくなろうかと思うんですが、どのよ

うに関係を今後考えておられるのか。今

もしお答えいただけるのであればお願い

をいたします。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、ご質問

にお答えいたします。

　今後のケースということで、自主防災

組織ですとか他団体、市内防災に貢献な

されている他団体との連携でございます

が、やはり機能的消防分団といえども消

防分団でございます。ですから、基本分

団と同じく訓練時の参加、これはなかな

か難しいものがございますが、意識の中

では地域防災に貢献するという中では同

じ目標を持って活動している部分でござ

いますので、その点は具体的な連携とい

う事例はなかなか出ませんが、同じ意識

を持ってるということで認識をしており

ます。

　それと、申しわけございません、先ほ

ど一つ申し忘れましたが、今回この機能

別消防分団と言いますのは、この任期を

５年と定めております。この５年という

定めの中からやはり消防団本部組織の中

へ入っていくというのはなかなか困難な

部分もあるということが現状でございま

す。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　わかりました。またこ

れはスタートということですので、今後

いろいろな事例と向き合って改善等に当

たっていくのが普通のやり方なんだろう

というふうに思います。この制度がやは

り全国的にモデルケースとなれるように、

誇れるような制度になれるように、また

企業様との連携もしっかりと図られなが

ら、運用をしていただくことをお願いを

いたしまして、終了いたします。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　以上で質疑を終わりま

す。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時３８分　休憩）

（午後　０時４５分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第５８号及び議案第６０号の審査

を行います。

　本２件につきましては、補足説明を省

略し、質疑に入ります。

　質疑ある方、よろしくお願いします。

　村上委員。

○村上英明委員　今回の議案第５８号と

いうことで、勤務時間、休暇等に関する

条例の一部を改正するということなんで

すけども、その中で第６条を削るという

ことになっておりますけども、この中で

職員の休息時間というのを廃止するとい

うことになろうかと思います。

　これも私の考えなんですけども、平成

１８年ですか、国家公務員の方で、勤務

時間の制度も休息時間で一本化するとい

うような方針が出たかと思いますけども、

その中で休息時間を廃止された経緯につ
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いて、１点お尋ねしたいと思います。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　休息を廃止するに至っ

た経緯ということでございますが、１８

年に、国、国家公務員が廃止したという

ことは、我々も認識をしておりました。

　労働組合と当時からいろんなお話をし

てまいりましたけども、労働組合の方と

お話をする課題がほかにもたくさんござ

いまして、給与改定の件であるとか、各

種手当、月額特殊勤務手当を出来高制の

日額に変えたりというような経過がずっ

とございました。人事院の勧告でマイナ

スの勧告等々も出てまいりました。

　その中で、一つひとつ片づけながら、

時間はかかりましたが、ことし申し入れ

をして、秋口に協定書を交わしまして、

来年４月からの廃止を組合の方と協議が

整ったということでございます。

　よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　平成１８年に国の方で

こういう改定がされたということを知っ

ておられたという中で、今回という中で、

いろいろとほかの事案等々、組合との協

議がありましたというお話もございまし

たけども、２年か３年前ぐらいでしょう

か、例えば、北海道かどこかだったと思

いますけども、たばこの本数云々とかい

うのもあったかと思います。

　その中の考え方としまして、地方自治

法なり、労基法なりということで、休息、

最低４５分、８時間を超えたら６０分と

かいうことであったかと思います。その

中で、休息というのは無給ですよと。休

憩というのは有給ですよという考えの中

で、いろいろと議論がなされてきたかと

思いますけども。休息というのも一つの

気分転換いうんですか、気分をリフレッ

シュして、今やっている業務に携わって

いこうと、そういうふうな考えになるか

と思いますけども。

　休息時間を今回廃止されましたけども、

今まで休息時間があった条例の中で、ど

ういう形で運用されたといいますか、休

息に対しての考えをされてこられたのか

ということだけお尋ねしたいと思います。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　運用につきましては、

基本的には各課各課で所属長がおります

ので、所属長判断で休息を与えると。特

に午後のどこかの時間に与えるというこ

とでやっております。ただ、窓口職場に

おきましては、来庁者も見えますので、

実質、ローテーションで別の部屋にとい

うことはいたしておりません。お茶を飲

んだり、近くにある職員専用スペースで

少し休息をしたらというような形で運営

をいたしておりました。

　実質、休息につきましては、おっしゃ

るように、本来は勤務時間の一つでござ

いますので、すぐに職につけるようにし

た上で休息をとらなければいけないとい

うことになっておりましたので、余り席

を離れることなく、大半の方が自席のそ

ばで休息をとっておったのかなと思って

おります。

　やはり条例でなくなりましたけども、

委員ご指摘の気分転換というのは、我々

も仕事を効率的にする上でも、人間の集

中の時間も限度もございますので、手を

休めるということは、我々としては当然

必要な時間といいますか、仕事を効率的

にする上で、そういうことも必要ではな

いかなとは思っておりますが、休息とい

うことは、やはり国の方も廃止をしてお

りますので、我々も条例から削除させて

いただきたいということでございます。

○野口博委員長　村上委員。

○村上英明委員　休息時間、例えば、今
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回条例上、廃止をされても、職員さんの

勤務形態というんですか、取り組み方と

いうのは変わらないようにお願いしたい

というふうに思いますので、その辺要望

として終わりたいと思います。

○野口博委員長　ほかにございますか。

　三好委員。

○三好義治委員　休息時間の廃止につい

てでございますけども、過去の経緯から

いったときに、１９８９年当時、日本が

世界よりも働き過ぎだということの中で、

それぞれ時間短縮の推進に取り組まれて、

摂津市におきましても、十数年前にそれ

を議会と相当議論を重ねてまいりました。

　当時は９時から１７時３０分までの就

業時間の中に、間に休息時間を入れておっ

て、現就業時間が８時４５分から１７時

１５分までになったそのときの経緯を今

思い起こしますと、時短を推進するため

に、朝８時４５分から９時までを休息時

間にした過去の経緯がございます。

　それが時短が１，８００時間を切った

中で、それぞれ足並みをそろえるのに、

１５分を撤廃していきたいという市の基

本的な方針があった中で、今回は国の方

針に基づいて、８時４５分から１７時１

５分までの就業時間を定めるということ

になりました。

　これは確認なんですが、今の市の年間

総労働時間が、今実態としてどうなって

いるのかという点をお聞かせいただきた

いのと、それから、年間総労働時間を計

算するに当たって、休日が今どういうふ

うな推移になっているのか。要は国の法

律で定められている祭日並びに土・日含

めながら、その部分と、それから夏季休

暇も含めてご提示をいただきたいなと。

　まず、その数値を出していただくと同

時に、今の時短ということについての考

え方についてもお聞かせいただきたいと

思います。

　一方では、１７時１５分までの就業時

間で、次に残業ということになりますけ

ども、残業までのつなぎを今行政として

どうとらまえているのか、この点につい

て、まずお聞かせいただきたいというふ

うに思います。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　まず、１日の勤務時間

ですけども、委員ご承知のように、８時

４５分から５時１５分の中で、４５分間

の休憩が入っておりますので、実質労働

時間が７時間４５分でございます。それ

を一般的に本庁でご説明いたしますと、

土・日が休暇となっておりますので、週

５日、３８時間４５分になろうかと思い

ます。年間トータルで約１，８００何が

しだったと認識をいたしております。

　時間短縮の件ですが、昨年の人事院勧

告前は、国家公務員は１日８時間、週４

０時間ございました。当時は、どちらか

といいますと、大阪府は国に合わすよう

にと。うちが７時間４５分でございまし

たので、１日の労働時間を１５分延ばす

ようにというような指摘もございました

が、昨年の人事院勧告だったと思うんで

すが、国においても７時間４５分という

勧告を受け、この４月から７時間４５分

ということになっていると思います。

　土・日・祭日でございますが、基本的

に、本庁は土・日・祭日につきましては

閉館ということでさせていただいていま

す。また、夏季休暇でございますが、本

市は７月、８月、９月の３か月間で７日

を付与いたしております。

　もう一つ、時間外のつなぎのところで

ございますが、基本、１７時１５分まで

が定時でございますので、１７時１５分

以降、一般的に時間外ということで処理

をいたしております。

－24－



○野口博委員長　暫時休憩します。

（午後０時５７分　休憩）

（午後０時５９分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　山本課長。

○山本人事課長　年間の総労働時間でご

ざいますが、１週間が、先ほど申しまし

た３８時間４５分でございます。それを

５２週ということで２，０１５時間にな

りますが、祝日相当として１９日をマイ

ナスいたしております。その分が１４７．

２５ということで、１，８６７時間とい

う計算でいっております。１，８６７時

間で年間の総労働時間ということでいか

せていただいております。

　続きまして、休暇の付与でございます

が、年次有給休暇につきまして、４月時

点で２０日を付与いたしております。１

年分だけ繰り越しができますので、初任

者におきましても、前年、有休をとらな

かったときに、次の年度では４０日にな

るということで、最大４０日になろうか

とは思いますが、初年度は２０日を付与

いたしております。夏季休暇につきまし

ては、先ほど申しました３か月で７日を

付与いたしております。

　有給の消化率でございますが、平均取

得数でございますが、昨年度、２０年４

月１日から２１年３月３１日で、摂津市

職員の平均取得数は１２．２日になって

おります。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　こういった休息時間を

取っ払って、年間総労働時間を管理して

いく上で、僕はそういった今の休日数も

それぞれやっぱり検討していかなければ

ならないというように思っているんです

ね。

　その中で、今出されているのが、年間

所定労働時間から計算をしていくと２，

０１５時間で、その中で祝日法で定めら

れている休日と年末年始をとられると１

９日、プラス公務員の場合には夏季休暇

７日で、年末年始の休日、さっき明らか

にはしてないんですけど、要は祝日法で

定められている休日というのが、たしか

１４日間だったと思うんですけどね。そ

れ以外に５日間付与してると。さらに夏

季休暇で７日間。１２日間、これが民間

と、またちょっと違うとこなんですよね。

　だから、年間総労働時間を管理する上

で、以前は年間１，８００時間を目標と

しながら、公務員も足並みそろえて動い

てきて、その中でそういった休日数が、

そのまま維持しているということについ

て、組合と今日までの交渉過程の中で、

その辺は検討されてきてなかったのか。

それと、冒頭にも言いましたように、今

の世の中の趨勢の働き過ぎと言ってた時

短の推進等、もう一方では、要は今の非

正規社員関係、いわゆる雇用の拡大とい

う視点から見たときに、時短と雇用拡大

というものの行政責任としての考え方に

ついて、どう考えられているのか。

　もう一方では、職員のワークライフバ

ランスについて、今後どういうふうな推

移をしてくるのかについて、お答えをい

ただきたいなというふうに思います。

　休日については、さっき言いましたよ

うに、１９日のうちの祝日法で定められ

た以外の年末年始の休暇について、数字

を具体的に教えていただきたいのと、夏

季休暇についての考え方について、お聞

かせいただきたいと思います。

　１回目に質問いたしました、就業時間

７時間４５分の中で、実施する労働時間

が７時間４５分の中で、１７時１５分ま

でが就業時間で、残業を行う場合に引き

続いてやっているということについて、

ワーカーと言われるところは、ある程度、
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休憩をとりながら、次の残業に入ってい

くんですが、けじめという面も含めて、

そういった部分での人事管理はいかがな

ものかなと思いますので、考え方をお聞

かせいただきたいというふうに思います。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　先ほど二千何がしから

１９日分をマイナスすると申しました。

その１９日分に年末年始の６日間も含ん

でおります。祭日は、年によりましたら

土曜日と重なるときがありますので、基

本は１３日といたしております。それと

年末年始の６日を足しまして、労働時間

を出す際に、１９日間をマイナスしてい

るということでございます。

　ワークライフバランスということでご

ざいますが、我々、育児休暇の制度が、

条例を改正させてもらいましたように、

育児休暇をとれる期間も拡大をさせてい

ただいております。場合によっては、少

ないですけども、男性も育児休暇、過去

２人ですけども、取得をいたしておりま

す。

　休暇の話ばかりになって申しわけない

んですけども、就学前のお子さんが病気

等をしたときに、双方働いておりますと、

そういう制度もとらせていただいており

ます。

　その辺、いろいろ考えながら、今後、

ワークライフバランスを考えていきたい

ということでございます。

　雇用の拡大というところでございます

が、今、行政パートナーの方が数多く入っ

ていただいております。非常に力をお借

りして、我々としては喜んでいる状況で

ございます。

　ただし、比率的にたくさんになります

と、やはり業務の継続といいますか、ノ

ウハウが引き継げないということも考え

られますので、我々、必要な知識は、や

はり正職で、当然継続していかなければ

いけないという考えもありますので、そ

の辺のノウハウが蓄積できるところは、

やはり正職で対応していきたいというこ

とでございます。

　５時１５分以降のお話ですが、我々と

しては、８時間以上お仕事の場合、休憩

１時間ということは理解はいたしており

ます。ただ現状、職員、やはり一刻も早

く、帰りたいという意識もございますの

で、５時１５分から時間外対応になって

いると、こういうことでございます。遅

くまでするときは、やはり当然、どこか

のところで休憩を入れてるということは

あろうかと思いますが、基本、５時１５

分以降については、時間外手当で対応を

いたしているところでございます。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　休息を前に持ってきて、

それから時短の推進を行うときに、本来

８時４５分から９時まで取っ払った中で、

最終的には７時間３０分を目指してきた

のが今日までであったんですね。

　その時短の考え方いうのが、今の社会

情勢の変化とともに、もともとの時短の

考え方が、基本的に変わってきたという

ことは認識してます。

　その中で、今、民間企業もこれだけ冷

えきった経済情勢の中で、時短というこ

とも余り口走らんようになってきたんで

すが、まずは雇用の確保というのが、今、

社会の変化になったと思いますので、７

時間４５分に対してのことについては、

余りこだわってないんですが、ただ一方

では、今の休日数を計算いたしますと、

土・日の休日数で１０４日、それから、

もう一方では、祝日法に定められている

休日が１３日、年末年始の休日が６日、

それから夏季休暇が７日、合計しますと

１３０日になっているわけですね。
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　民間の今の目標が、休日数を１２５日

まで持っていきたいというのが、今の民

間の目指している姿で、大企業について

は、１２５日は大概はクリアしているん

ですが、中小企業になると、まだまだそ

の辺が足らない部分がある中で、夏季休

暇の考え方について、私、もうちょっと

考えるべき違うんかなと。といいますの

も、今言われているように、育児休業法

が制定された中で、そういった特休制度

も導入してきたり、一方では、年間休暇

２０日間付与している中で、取得率が、

今聞きますと、約６０％ぐらいですね。

６０％の取得率ならば、有給の取得の推

進を図るということも、一つは、人事の

一方の仕事というふうに思っています。

　あと、有給の推進と同時に、夏季休暇

の７日間というのが、以前は摂津市は９

日間あった中で、ここ数年来で改正をし

ながら、今、ようやく７日間になってる

んですが、ただ年間総休日日数１３０日

プラス有給２０日間ということを考えま

すと、１３０日いうのが、まだ非常に我々

としては多いんではないんかなと。

　やり方としては、７日間を仮に５日間

としながら、残り２日間を有給で対応し

ていくというのが、一方では、民間企業

でやっている夏季の連続休暇というのが、

例えば、土・日を挟んで、最初の土・日

までやったら、間２日間は一斉有給取得

日ということに定めながら、有給取得の

促進にも図っているわけですね。

　これは、有給というのは付与される分

ですから、本来権利があるもんで、そう

いった強制一斉有給取得いうのは、本来

あるべき姿ではないと思うんですが、た

だ、有給という部分の取得の推進という

ことを考えますと、これも一理あるやろ

うな。その中で、夏季休暇の７日という

のが、非常に我々としては、まだ多過ぎ

るんではないかなというふうに思ってお

りまして、この点についての考え方につ

いて、お聞かせいただきたい。

　一方では、１７時１５分からの残業へ

のつなぎというのは、休憩をとらすのが、

本来はあるべき姿であるというふうに私

は考えております。

　考え方というのが二つありまして、一

つは長時間労働の廃止の原則から考えた

ときに、就業時間が終わって、それから

一たん休憩をとらすと。さっき休息言い

ましたけども、休息いうのはすべて廃止

になりますから、休憩をとらして、けじ

めをつけて１７時３０分からが、本来は

残業時間やと。これは、要は長時間労働

の原理原則から見たときに、それの施策

をやるべきやというのが、まず１点あり

ます。

　それと、残業というのは任意でやるべ

き問題ではなしに、管理職からの業務命

令になってきますよね。それがそこのけ

じめがつかずに、そのまま流れていって

いいのかということも考えておりまして、

この辺について、お考えをお聞かせいた

だきたいというふうに思っております。

　全体的には、将来を考えていったとき

に、副市長、７００名体制という一方で

の定員管理がある中で、７００名体制に

持っていく中で、先ほど言いましたよう

に、休日日数も含め、労働時間も含めな

がら、一方では行政パートナー等々を採

用しながらやってるんですが、これは、

ただ単に点で見るんではなしに、やっぱ

り現業も含めながら、一律でこういった

やつは見るんではない部分もあると思う

んですよね。

　だから、今回の条例というのは、一般

事務と本庁と現業も含めてのことになっ

ていると思うんですが、例えば、環境セ

ンターとか、現業職場において、本当に
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残業までのつなぎの１５分が、本当にそ

れが適切な処置ができるんか。それから、

例えば、パッカー車運転しておいたら、

通常でも道交法でいけば、２時間を超え

た場合には休息をとりなさいというよう

な指導もあります。だから、その辺の兼

ね合いも含めながら、ご答弁いただきた

いなというふうに思っております。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　まず、夏季休暇の考え

方でございますが、今、ご指摘ありまし

たように、７日を付与いたしております。

大阪府下の状況でございますが、昨年度

の状況でございますが、本市と同じよう

に、７日を付与しているところが２０団

体ございます。８日付与しているところ

が１６団体、我々より少ない６日という

ところが４団体、５日というのが１団体

ございます。

　国家公務員の方はと申しますと、３日

だったと思います。そこに委員ご指摘の

ように、有給休暇を挟んで、長期という

形で夏を休暇をとっておられるというこ

とは聞いております。

　今、作成中でございます第４次実施計

画がございます。その部分で労働組合と

の協議が必要ですけども、休暇並びに諸

手当については、先ほどの夏季休暇も、

申しましたように、国家公務員より多く

付与しているということもございますの

で、基本的には、我々、国準拠というこ

とがよく言われますので、国準拠に持っ

ていきたいなということで、第４次実施

計画で、そういうメニューは、当然上がっ

てくるものというふうに考えております。

　続きまして、１７時１５分からの１５

分間、休憩をということでございますが、

我々といたしましても、現状の課題は認

識をいたしております。８時間を超える

場合、１時間の休憩ということが決まっ

ておりますので、本来であれば、委員ご

指摘のようにしていく必要があるのかな

というふうに考えております。

　団体によってはいろいろございまして、

昼休みの休憩を１時間付与している団体

もございます。基本的には、本市と同じ

ように、４５分が大半でございますが、

昼休みの休憩を１時間付与して、８時間

を超えても、そこで１時間の付与を与え

ているというふうに運用を行っている団

体もございますので、我々としては、今、

委員ご指摘の課題は認識いたしていると

ころでございます。

　あと、パッカー車の作業の件でござい

ますが、現状詳細まで認識は理解してお

りませんが、午前、ごみを収集に行きま

したら、一応、パッカーの状況によって

は、いっぱいになれば一度帰ってくると。

昼は、基本的には環境センター内で休憩

をとっていると。昼からも場合によって

は、２回とる場合でも、パッカーの量に

よりますけども、一度帰ってくるような

形で運用しているということでございま

すので、事故のないように、運転が長時

間がならないようにという配慮は、現場

の方はしていただいているというふうに

認識をいたしております。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　休息時間を廃止して、

それから、次に残業につなげていくとい

うのが、今、まさに人事課長が言ってる

ように、労基法の中で、８時間を超える

場合には１時間の休憩を付与しなさいと。

休憩を設けなさいと。

　今現在、１７時１５分までで７時間４

５分です。そのまま引き続いて１５分残

業を仮にすると、１７時３０分までで８

時間を超えるんですよね。

　実際、１５分の残業というのは皆無に

等しくて、サービス残業になっていると
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思います。残業時間をつけた場合に、３

０分、１時間、仮に残業ということにな

ると、８時間を必ず超えるわけですよね。

この辺についての労基法から見たときに、

今のこれでいいのかというのを聞いてる

んですよ。

　だから、もともとは、我々は１５分間

を前倒しに休息時間を持ってきたときに

も、そのときにこの議論もさせていただ

きました。将来は、時短が世の中進めば、

１５分を撤廃して９時から１７時１５分

までの就業時間で、７．５時間の１日の

就業時間に持っていくということの中で、

今日まで来たんですよね。

　ところが、今回、今までは休息時間が

あったから、３０分残業ぐらいだったら

認めようかというぐらいで我々来ておっ

たんですけどもね。それが、今回、８時

４５分から１７時１５分までになると、

我々議会としてでも、労基法に定められ

ている１時間ということを黙認というわ

けにはいかんと思うんですよ、これはね。

　だから、これは条例の部分とはちょっ

と外れてますけど、ただ、休息時間も就

業時間内であったから、そのときにも議

論しておかなければならない部分ですけ

ど、休憩は次の残業の部分では入れるべ

きやと。これは、きょう議論してても回

答出ませんけど、今後、労働組合とひと

つ議論の俎上に上げていただきたいと。

これは労基法の関連からいってでも、そ

れはきっちりとやるべきやというふうに

思っています。これは要望にしておきま

す。ぜひ議論してください。

　それから、もう一つの年間総労働時間

を考えたときの休日数の付与で、特に夏

季休暇、府内でいろんなばらつきがある

というふうに聞いておりますけど、私は、

職員もそれぞれいろいろと通院したり休

んだりという部分があれば、一方ではか

わいそうやなと思っているのが、連休と

いうのが本当に年末年始しかないと。通

常、民間よりは５日間は休日数は、大手

企業と比べても５日間はふえてますけど、

要は、これからの時代というのは連休感、

個々、個人管理をさせる連休感ですね。

　だから、夏季休暇も減らしていただく

と同時に、逆に、夏季休暇プラス有給取

得をしていただきながら、夏場ですと、

５連休制度ぐらいをとれば、両方で、土・

日挟みますと、９日間の休日になります。

　それは計画有給制度を導入しながらやっ

ていくならば、そういったことが可能に

なると。その条件の中で、民間よりも５

日間、休日が多い部分を何とか是正でき

ないものか、この辺をね。

　これをそれぞれ１時間の給料にアワー

レートに計算すると、相当な出費になっ

てきているんですよね。アワーレートい

うのはわかりますよね。本給プラスそれ

ぞれの諸手当並びに社会保険関係を時間

給に換算した場合に、それぞれが相当な

金額になってきていると。こういうよう

な原価計算もしながら、やっぱりやって

いくべきやと。

　一方では、職員に対する福利厚生もど

んどんどんどん厳しくなってきているん

で、一方では、有給付与をしながら、連

休感を持っていただいて、働きやすい職

場に持っていくというのも、ここではや

らなければならない施策やと思うんです。

　それがワークライフバランスの本来の

基本的な考え方でもありますから、だか

ら、夏季休暇の点について、改めて今後

の考え方と、さっきの１７時１５分のや

つは、まさに労基法の関係があったら、

これは僕がきょう言うのは、必ず改善し

てくれということを要望として言うとき

ますけど。夏季休暇の考え方について、

一定のお考えをお聞かせいただきたいと
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いうふうに思います。

○野口博委員長　小野副市長。

○小野副市長　この議論は、三好委員が

言われたように、休息の問題も、夏季休

暇の問題も有給休暇の考え方も、今回が

初めてではございません。

　今直ちに、これをどうするということ

について持ち合わせはありませんが、こ

れは、やはり一度、組合とも議論して、

どういう方向がということはやらなあか

んなと思います。

　現実に、ただ、私が知っている限りに

おいては、一般事務職で、有給が１日で、

夏季休がゼロいうのもおります。現場は、

私の知っている限りでは、大体年休はほ

とんど消化、夏休は全消化だというふう

に理解してました。そうしますと、これ

が現実に、行政職だけの部分と保育所現

場、これも以前から生理休暇の扱いでい

ろいろ議論されて、指定休、おかしいん

じゃないのかと、生理休暇というのは。

　現場に子どもさんがおるとか、ごみが

あるという状況と、一般事務というのは、

また違うんですね。私は、個人的には、

休息というのは、生産ラインなんかは極

めて大事やけど。今まで言われたんは、

いつでもたばこ吸うてるやないかと。い

つ休息やと、一体、これ、市の職員は、

だれが管理しているんやということも、

以前、そんな議論まで覚えています。

　ですから、一般行政関係というのは、

休息というのは、あんまりなじむものじゃ

ないなと。ただし、定型的な継続恒常的

な業務というのは、休息というのは、実

質大きなもんだったんだろうなというふ

うに思います。

　それで、夏休にしましても、確かに個

人の感覚になったんです。自分はだれが

何言おうと、１週間、海外旅行で休むん

やというのと、そんな休んだら、また上

司にも怒られるし、ぼちぼちぼちぼちし

か仕方ないなというのもおりますから、

いろんな形態がありまして、夏季休暇で

も相当本人が意識しないで、これはこう

するんやということを思い切らないと、

なかなか１週間、９日間の休みを長期で

やるいうことは、その間の仕事はだれが

やるんやというようなことで、よく聞こ

えます、これは。

　したがって、やるんであれば、私ども

は、平均で１２日しかとってないわけで

すね、実際に。夏季休暇は、もともと、

これもいろいろ言われました、以前から

人事の時に。冷房が入ってないときにやっ

てたもんやと。あのとき言われたのは、

冷房入った時点で、やめと、すぐに。お

かしいやないかと、こんなものはという

ことも聞いたこともあります。

　それが、５日から９日間ぐらいで流れ

ておるということで、本来、夏季休暇は

どういうもんなんだという議論から始ま

るんです、確かにこのことは。何のため

の休暇であったんやと、そもそも論から。

　ただ現実としては、７日というのは平

均的なもんなんですけど、今言うてる、

やはり休むんであれば、一定のところで

きちっと休みやすい職場にしてやると、

夏季休暇なら夏季休暇で、その期間ぐら

いは。そのときの有給は余っているわけ

ですね。そのことは確かに一つ視点なん

です。

　ただし、現場のことを考えたら、この

ことが通用するかどうかという、完全消

化だと私は思ってましたんで、有給も２

０日、夏季休暇、完全消化という実態が、

多分現場には残ってあるだろうと思いま

すから、そうなりますと、こんなことや

られたら、我々の有給休暇は年２０日は

当たり前じゃないかと。夏季休暇は、他

市もこうやってるやないかというような
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議論が、多分出てくるんだろうとは思い

ます。

　だから、そういう意味では、組合が、

本当に我々、提案したことでで１本にま

とめ切れるかという心配はあります。

　ただ、私思うのは、やはり夏休みは、

一定７日がええのか、５日がええのかは

別にいたしまして、やっぱりそういうこ

とをきちっと職員として、夏休み期間は、

ある意味で、家族と、ある程度、そこで

これやということを言うてやるようなこ

とが、やはり一つの形の部分もあるなと

いうことは、前から思っておりまして、

なかなか夏休もとりにくい職場の実態と、

管理職の考え方なりと、職場の雰囲気と、

いろんなことがまざり合ってますから、

これは実態ですんで。

　ただ、そういうことを考えますと、こ

れは一度、今直ちに、これどうするかと

申し上げませんけども、相手も組合もあ

りますから、現業職もありますので、こ

のことは以前からも議論されて、我々指

摘されてますので、このままが一番ベス

トということは申し上げられないと思い

ますので、ただ、三好委員がおっしゃっ

ているこの場面で、こうします、ああし

ますというのは、やっぱり職員労働組合

等々の議論もありますし、他市の流れ方

においても、７日というのは突破してな

いということもまたありますし、この三

島筋の関係もありますので、これは一度

大きな場面で、私はことし副市長会の代

表幹事やってますので、ことしは、わた

り問題、この前大阪府で出ましたけど、

２月に、私のもとで市町村課長を呼んで、

国のこの問題はどう考えていくのかとい

うことが、大きな何点かあるんです。

　一度、私は、そのときにでも、これは

事務担では、ちょっと手に負えないだろ

うなと。やるんであれば、この辺のとこ

ろで一致できるもんがあるかどうかで、

その辺のことも考え方として整理してや

る部分だろうなということは思いますの

で、一遍そういう部分で、副市長会、来

年２月に開くことにしてますので、そう

いうとこでも、一度、この議論について、

確かに夏季休暇の問題というのは、そも

そも論から言われますと、ものすごい大

きな議論になる部分ですんで、この辺の

ところについては、一度そういうとこで

議論させていただきたい。

　また、市長公室長も今聞いております

ので、また組合とも、当然、こういう議

論があったということは承知してもらわ

な困りますので、そういうところの中で、

一度考えさせてほしいなと。ただ、私と

して、ここで、三好委員に、こうさせて

いただきます、こうしますというのは、

ちょっと申し上げられにくい。労働条件

にかかわるもんでございますんで、そう

いう考え方でもって、一度、副市長会等

でも、私の方が代表幹事になってますん

で、一度投げかけてみたいなということ

で、ご了解いただけたらなと思いますけ

ども。申し訳ありませんが、よろしくお

願いします。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　夏季休暇の件は、副市

長からご答弁いただいてわかるんです。

　僕がもう一ついうのは、労働組合と協

議をする上で、ゆとりということも考え

た中で、連休感を持たせる有給取得の推

進、公平性ということを考えたときに、

先ほど副市長が言われている、夏季休暇

ゼロの人、同じく有給が１日しか取得し

てない。一方では、すべて取得している。

この公平性も考えたときに、今の夏季休

暇という部分の考え方、要は一方では、

今言うてるような、家族も含めてワーク

ライフバランスを考えたときに、みんな
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が必要としているのは、やっぱり連休感

やろうと、こういったところをよく議論

していただきながら、本来のあるべき姿

にもっていただきたいということで、要

望としておきます。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時３３分　休憩）

（午後１時３４分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第６１号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　質疑ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　質疑なしと認め、質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午後１時３５分　休憩）

（午後１時３６分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第６２号の審査を行います。

　資料も参考に補足説明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、摂津市税条

例の一部を改正する条例制定の件につき

まして、補足説明をさせていただきます。

　昨年９月のリーマンショック以降、世

界の金融市場は百年に一度の混乱に陥っ

ていると言われ、世界経済は大きく減速

しております。これに伴い、日本の景気

も非常に厳しい状況となっており、我が

国においても、税制上の対策も含めて、

多くの経済対策が盛り込まれた生活対策

がまとめられているところでございます。

　個人住民税に係る平成２１年度税制改

正の主要な項目につきましては、そのほ

とんどが生活対策に盛り込まれたものと

なっております。今回の市税条例改正に

関係する主なものとしましては、住宅税

制で、個人住民税における住宅ローン特

別控除の創設と、金融証券税制で上場株

式等の配当等に係る３年間の現行税制の

延長でございます。

　まず、補足資料１枚目の個人住民税に

おける住宅ローン特別控除の創設ですが、

住宅ローン控除につきましては、本来は

所得税で控除していたところですが、平

成１９年度に実施されました国税から地

方税への税源移譲に伴い、所得税が減っ

て、住民税がふえたことによりまして、

平成１１年から平成１８年までに入居し

た者を対象に、所得税から引き切れなかっ

た分を住民税の所得割から控除できる制

度が創設されたところでございます。

　今回の改正では、現下の厳しい経済情

勢を踏まえ、所得税の住宅ローン特別控

除のある者で、平成２１年から平成２５

年までに入居した者を対象に、所得税で

控除し切れなかった部分を基本的には、

税源移譲により所得税から個人住民税に

移譲された額の範囲内で、９万７，５０

０円を限度に、住民税の所得割から控除

するものでございます。

　所得税の控除期間が１０年間でありま

すので、個人住民税においては、平成２

２年度から平成３５年度までの間につい

て、新しい制度が適用されるものでござ

います。

　次に、補足資料２枚目の上場株式等の

配当及び譲渡益の個人住民税の課税につ

いてですが、この制度のあり方につきま

しては、平成１９年度及び平成２０年度

の税制改正において、大きな議論があっ

たところでございます。

　現在に至るまでの経過をご説明させて

いただきます。上場株式等の配当、譲渡
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益に係る税率は、本則においては、住民

税５％、所得税１５％、合わせて２０％

となっております。

　現行の制度では、住民税３％、所得税

７％、合わせて１０％でございます。こ

れは平成１５年度税制改正において、当

時の景気の落ち込みや株式市場の低迷、

金融機関の不良債権問題に対応するため、

時限的な市場対策として導入されたもの

でございます。

　これは５年間の時限措置とされ、配当

については平成２０年３月末、譲渡益に

ついては平成１９年１２月末をもって、

本則税率に戻すこととされていたもので

ございます。平成１９年度税制改正にお

いては、政府税制調査会において、経済

状況が軽減税率導入当時と比べ、大幅に

改善しているとのことから、制度の見直

しの議論がされたところでございます。

　結局、与党税制大綱において、適用期

限を１年延長して廃止するとされ、配当

所得については平成２１年３月末、譲渡

益については平成２０年１２月末までの

間、軽減税率を継続することとされたと

ころでございます。

　平成２０年度税制改正においても、平

成１９年度税制改正における議論を踏ま

えて、政府税制調査会、与党税制調査会

において活発な議論が行われ、最終的に

は平成２０年末をもって軽減税率１０％

を廃止し、平成２１年から税率を２０％

とすることとされました。

　その際、特例措置として２年間、１０

０万円以下の配当及び５００万円以下の

譲渡益については、軽減税率１０％とす

ることとされたところでございます。こ

のたびの平成２１年度税制改正では、現

行税制の平成２１年から平成２２年の軽

減税率の適用期間をさらに１年延長し、

平成２３年までとすることとされました。

　また、平成２０年度改正で、特例措置

が規定されておりましたが、この特例措

置は廃止され、金額に関係なく、軽減税

率を適用することとし、課税年度は平成

２２年度から平成２４年度までの３年間、

講じられることとなったものでございま

す。

　以上、補足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　説明が終わりました。

　質疑に入ります。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　市税条例の一部を改正

する条例制定の件ということで、税制は

頻繁に改正されますので、よくこういっ

た条例を目にするんですが、今回、住宅

ローンの控除の件ということで、恐らく

本市でもそれなりの方々が対象になるの

かなと思うんですが、今回の改正におい

て、大体どの程度の世帯なり、人数が対

象になるのかというのが、もしわかれば

お答えいただきたいと思います。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　今回の改正で、どの

くらいの人数が対象になるかということ

でございますけれども、新制度につきま

しては、まだことしの１２月末までの住

宅ローン利用者に対しまして、来年２２

年度課税ということになりますので。今、

手持ちの数字でございますけど、先の税

源移譲のときの対象者でございますけれ

ども、これにつきましては、２０年度か

ら税源移譲に係る所得税で引き切れない

方の住宅ローンの控除を住民税から控除

するということで、２０年度につきまし

ては、対象者が２，００６人となってお

ります。

　今年度、２１年度につきましては１，

７１９人ということで、若干、今年度数

字が減っておりますけども、これは先の

税源移譲に伴います分につきましては、
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１１年から１８年の入居の方ということ

になっておりまして、対象者が、ローン

が終わった方とか、あと所得税で引き切

れた方がおられますので、若干、ことし

は件数が減っている状況でございます。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　わかりました。

　それであれば、今回も対象者がそれな

りにいらっしゃるということですので、

今回は参考資料をいただきましたけれど

も、そういった方 に々向けて、フローチャー

ト的な広報資料を作成して、わかりやす

い周知が必要かと思いますので、その点

のお考えと、あと、これも一つ、わかれ

ばで結構なんですが、対象者に伴って影

響額がどれぐらいになるのかなというの

も１点お伺いをしたいと思います。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、広報の件

と対象者の影響額でございますけれども、

まず、広報につきましては、昨年、２０

年度から税源移譲に係る分について実施

されたわけでございますけれども、２０

年度につきましては、初年度ということ

で、対象者を把握するに当たりましては、

コンピュータを活用しまして、対象と思

われる方を抽出いたしまして、個々に申

告書を送らせていただいたところでござ

います。

　また、市広報紙にも、ちょうど２月か

ら３月の段階で、旧制度では申告が必要

ということで、市広報にも周知させてい

ただきました。また、ホームページにも

掲載いたしまして、申告書のダウンロー

ドということで、申告書が取り出せるよ

うに啓発させていただいたところでござ

います。

　今年度につきましては２年目というこ

とで、昨年、実績がありました対象者に

つきまして、個々に申告書を送らせてい

ただきましたことと、２月１５日の市広

報紙にも掲載させていただきまして、ま

た、ホームページにも掲載させていただ

いたところでございます。

　今後、先ほどフローチャート等を利用

してということでございますけれども、

今度、新制度につきましては、税源移譲

の部分も含めまして、基本的には申告書

が不要になります。その部分につきまし

ても、また年が明けましたら、２月の申

告時期の広報にあわせまして、周知して

まいりたいと思っております。

　また、ホームページにつきましても、

できるだけわかりやすく、納税者の皆様

にわかっていただけるように対応してま

いりたいと考えております。

　それから、２点目の対象者、影響額と

いうことでございますけれども、これも

ことしの分につきましては、新制度の分

でございますけれども、まだ来年の申告

が終わりませんと、はっきりした額は申

し上げることはできないんですけれども、

ここに、２０年度と２１年度の数字がご

ざいますので、ご参考までに申し上げま

す。２０年度につきましては、７，０５

６万５，０００円でございます。これは

市民税額でございます。２１年度につき

ましては、６，１７２万９，０００円と

なっております。

○野口博委員長　奥村総務部長。

○奥村総務部長　補足説明させていただ

きます。

　もちろん市民に対する広報啓発、それ

なりに市民税課の方でやっていくという

ことでございますが、ただ、先ほど課長

が言いましたように、ご本人さんが、い

わゆる手続的に漏れがないかということ

ももちろん出てまいります。先ほど言い

ましたように、確定申告時に、いわゆる

国税の方に申告されたときに、確定申告
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の写しが本市の方に参ってまいります。

それで、その人が住宅取得控除が受けれ

るということが、うちの方で把握できま

す。

　それから、２年目につきましては、給

与所得の申告、それぞれ職場でやられる

んですけども、そのときも住宅減税の分

も提出されますので、漏れのないような

減税になろうかというふうに思っており

ます。

　それから、金額的には、これから２１

年から２５年の入居者に対する減税です

ので、数字ははっきりしませんが、ただ

一つ言えることは、もちろんそういうこ

とになれば、市民税が一応減少になりま

す。その減少部分は、減収補てん特例交

付金ということで、国の方で補てんされ

ますので、その金額が多くなっても、少

なくても市の方には実害がないというこ

とは言えると思います。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　補足説明をいただきま

した。この条例の改正案を拝見しても、

やはり非常に文章が多く、また複雑になっ

ておりまして、制度としても複雑な面が

あろうかと思いまして、実際、利用され

る方がどうかなというふうな観点から、

お伺いをいたしました。

　この制度がスムーズに運用されるよう

に引き続きご努力をしていただくことを

お願いいたします。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時５１分　休憩）

（午後１時５４分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　討論なしと認め、採決

に入ります。

　議案第４９号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第５８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第６０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第６１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第６２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第６４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　以上で、本委員会を閉会いたします。
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（午後１時５５分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長 野 口 　 博

総務常任委員  森 内 一 蔵
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